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川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 ○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 

平成11年12月24日条例第50号 平成11年12月24日条例第50号

（特定建築物環境計画書の作成等） （特定建築物環境計画書の作成等） 

第127条の４ 床面積（増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改

築に係る部分の床面積。以下同じ。）の合計が2,000平方メートル以上の建

築物であって規則で定める建築物（以下「特定建築物」という。）の新築

等をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は、建築物環境配慮

指針に基づき、次に掲げる事項を記載した特定建築物に係る環境負荷低減

措置等及び当該環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環境性能

の評価に関する計画書（以下「特定建築物環境計画書」という。）を作成

し、建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしよ

うとする日の21日前までに、市長に提出しなければならない。 

第127条の４ 床面積（増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改

築に係る部分の床面積。以下同じ。）の合計が2,000平方メートル以上の建

築物であって規則で定める建築物（以下「特定建築物」という。）の新築

等をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は、建築物環境配慮

指針に基づき、次に掲げる事項を記載した特定建築物に係る環境負荷低減

措置等及び当該環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環境性能

の評価に関する計画書（以下「特定建築物環境計画書」という。）を作成

し、建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の21日

前までに、市長に提出しなければならない。 

(１) 特定建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(１) 特定建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(２) 特定建築物の名称及び所在地 (２) 特定建築物の名称及び所在地 

(３) 特定建築物の概要 (３) 特定建築物の概要 

(４) 特定建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 (４) 特定建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環

境性能の評価に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環

境性能の評価に関する事項 

(６) その他規則で定める事項 (６) その他規則で定める事項 

２ 市長は、特定建築物環境計画書の提出があったときは、前項第２号から

第５号までに掲げる事項その他の規則で定める事項（以下「計画書公表事

項」という。）について公表するものとする。 

２ 市長は、特定建築物環境計画書の提出があったときは、前項第２号から

第５号までに掲げる事項その他の規則で定める事項（以下「計画書公表事

項」という。）について公表するものとする。 

（特定外建築物環境計画書の作成等） （特定外建築物環境計画書の作成等） 

第127条の８ 床面積の合計が2,000平方メートル未満の建築物であって規則第127条の８ 床面積の合計が2,000平方メートル未満の建築物であって規則
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改正後 改正前 

で定める建築物（以下「特定外建築物」という。）の新築等をしようとす

る者（以下「特定外建築主」という。）は、建築物環境配慮指針に基づき、

次に掲げる事項を記載した特定外建築物に係る環境負荷低減措置等及び当

該環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る環境性能の評価に関

する計画書（以下「特定外建築物環境計画書」という。）を作成し、建築

基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又は

同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしようとする

日の21日前までに、市長に提出することができる。 

で定める建築物（以下「特定外建築物」という。）の新築等をしようとす

る者（以下「特定外建築主」という。）は、建築物環境配慮指針に基づき、

次に掲げる事項を記載した特定外建築物に係る環境負荷低減措置等及び当

該環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る環境性能の評価に関

する計画書（以下「特定外建築物環境計画書」という。）を作成し、建築

基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又は

同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の21日前まで

に、市長に提出することができる。 

(１) 特定外建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者の氏名 

(１) 特定外建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者の氏名 

(２) 特定外建築物の名称及び所在地 (２) 特定外建築物の名称及び所在地 

(３) 特定外建築物の概要 (３) 特定外建築物の概要 

(４) 特定外建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 (４) 特定外建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る

環境性能の評価に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る

環境性能の評価に関する事項 

(６) その他規則で定める事項 (６) その他規則で定める事項 

２ 第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定は、特定外建築

物環境計画書の提出があった場合について準用する。この場合において、

第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定中「特定建築物環

境計画書」とあるのは「特定外建築物環境計画書」と、第127条の５から前

条までの規定中「特定建築物の」とあるのは「特定外建築物の」と、第127

条の５第１項中「特定建築主」とあるのは「特定外建築主」と読み替える

ものとする。 

２ 第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定は、特定外建築

物環境計画書の提出があった場合について準用する。この場合において、

第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定中「特定建築物環

境計画書」とあるのは「特定外建築物環境計画書」と、第127条の５から前

条までの規定中「特定建築物の」とあるのは「特定外建築物の」と、第127

条の５第１項中「特定建築主」とあるのは「特定外建築主」と読み替える

ものとする。 

 


